様式第３４号（第３９条、第４１条関係）
添付図書等一覧表（区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定）　
	申　請　に　必　要　と　な　る　図　書　又　は　書　類
	ﾁｪｯｸ欄
	

	事前協議
	
	

	
	付近見取図（建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規則第33条第１項第１号の表に定める事項を明示）
	
	必須

	
	配置図　　（建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規則第33条第１項第１号の表に定める事項、エキスパンションジョイントの位置を明示）
	
	必須

	
	各階平面図（建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規則第33条第１項第１号の表に定める事項、エキスパンションジョイントの位置を明示）
	
	必須

	
	外観写真
	
	必須

	
	確認済証及び検査済証の写し（これまで交付されたもの全て）
	
	必須

	
	
	

	認定の申請
	
	

	
	耐震診断結果表
	
	必須

	
	耐震診断の評価書（※１）
	
	必須

	
	耐震診断の実施者の資格が確認できる書類（建築士免許証など）
	
	必須

	
	耐震診断の実施者が登録資格者講習を修了したことを確認できる書類
	
	必須

	
	集会の議事録の写し
	
	必須

	
	
	

	委任状（※２）
	
	


※１　耐震診断評価書は、「ひょうご住まいの耐震化促進事業（旧わが家の耐震改修促進事業）（住宅耐震改修計画策定費補助）の補助金の交付を受けて耐震診断を行い、耐震性がないことが明らかになった建築物（技術指針事項に適合した耐震診断が行われたものに限る。）にあっては、当該補助金の交付があったことを確認できる書類」に代えることが可能です。
※２　申請者から委任を受けた方が申請を行う場合は、必ずご提出ください。
なお、委任を受けた者の所属する事務所名（電話番号を含む。）、事務所の別（行政書士事務所、一級建築士事務所等）、代理者の氏名及び身分（行政書士、一級建築士等）を記入し、押印してください。

委任状に押印のある印鑑は、認定通知書をお渡しする時等に持参いただく必要がありますので、ご注意ください。

